
平成１９年度主体間連携モデル推進事業（省エネ住宅・省エネ家電）

提案書

環　境　省　　宛

平成１９年　 月　 日

住　　所：

団 体 名：

代表者名：　　　　　　　　　　　印

（※団体印を押印ください）

下記のとおり、平成１９年度主体間連携モデル推進事業を提案します。

記

１．提案事業の概要

団体名

提案者

事業の責任者

(本提案書類に関
する連絡先を記

入 し て く だ さ

い。)

氏名：

所属・役職：

(連絡先)　住所：〒

　ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

E-mail：

提案事業名

事業の分類

（該当する方に○

印を付すこと）

　（　　）省エネ住宅普及啓発モデル事業

（　　）省エネ家電普及啓発モデル事業

概算委託事業費 千円

様式１



２．提案事業の内容（必要に応じ図等を添付してください）

事業の目的

事業の内容

（平成 17~18 年度採択

団体にあっては、採択年

度の提案内容が明確にな

るように記入してくださ

い。）

事業の特色

（先進性・独創性等、他

地域でのモデルとなるよ

うな応用発展性等アピー

ルしたい点について記入

してください。）

１　先進性

２　独創性

３　他地域への応用発展性

４　その他



事業の実施体制

(各主体及び関連事業等
との連携状況も含めて記

入してください。)

期待される事業効果

(効果測定の手法も含め
て記入してください。)

※ 「２．提案事業の内容」は、２ページ以内で簡潔に記述してください。



委託事業経費の積算

費　　目 金額(千円) 積　算　内　訳

人件費

謝金

旅費

消耗品費

通信運搬費

借料及び損料

印刷製本費

雑役務費

賃金

外注費

業務費

業務費合計

一般管理費 (人件費＋業務費－ 外注費)の１５％以内

消費税及び地方消費税 (人件費＋業務費＋一般管理費)の５％

合　計

※１：外注費にあっては、どのような内容を外注するのかわかるように記載してください。

※２：消費税の非課税団体にあっては、消費税を計上しないでください。

※３：受託算定基準（人件費単価、謝金単価、旅費算定基準ほか）等の規定を添付してください。

様式２



提案団体の概要（必要に応じパンフレット等を添付してください）

団体の基本情報

名　称：

代表者氏名：

所在地：

ＴＥＬ：

役職員数

資本金等：

設立年月日：

加盟団体等：

主要業務

（簡潔に記入してくださ

い。また、定款、寄附行

為または設立趣意書の写

しを添付してくださ

い。）

消費税法上の事業者

区分

(該当に _ 印を付すこ
と。)

（　　）課税団体　　（　　）非課税団体

その他

(特記事項等があれば、
ご自由にご記入くださ

い。)

様式３


